
平成26年度 東部地域地下水賦存量調査
結 果 概 要

・本書は、平成26年度末に終了した静岡県東部地域におけ
る地下水賦存量調査結果のポイントを簡潔に取りまとめた
ものです。

・地下水賦存量調査は、地下水の実態を明らかにするため、
平成25年度から27年度にかけて実施しています。

＜調査スケジュール＞

・静岡県では、本調査結果を基に、地域の実情に応じた地
下水管理のあり方を検討していきます。
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１ 調査の目的

「内陸のフロンティア」を拓く取組による、水需要の増大

沿岸部

・過去に地下水障害が発生

・地下水の取水規制あり

・適正揚水量は把握

地下水賦存量調査

既に取水規制

のある沿岸部

現在取水規制

のない内陸部

規制の有無にかかわらず

流域全体で調査を実施

内陸部を含めた
水系全体の地下水流動

や賦存量などの
解明が必要

内陸部

・地下水の取水規制がない

・地下水の利用量や流動は不明

・取水量増大による沿岸部等へ

の影響不明

１

地下水賦存量調査は、「内陸フロンティア」の推進等により、地下
水需要の変化が予想される中、今後の地下水管理のあり方等を
検討していく上での基礎資料とするため実施しています。

次ページへ
※静岡県の条例では、過去に地下水障

害が発生した沿岸部を中心に取水規
制を設けています。 (32ページ参照)



地下水賦存量調査

１年目

・地質・地下水のデータ整理
・将来の地下水需要予測

・ 正確なデータと科学的根拠に基づいて地下水の実態を明らかにする調査です。
・ 県内を東部(H26完了)・中部(H27完了)・西部(H27完了)の３地域に分けて実施します。
・ 調査期間は、各地域２年間です。

２年目

・障害を起こすことなく取水できる地下水量等の把握
成果

を活用

調査結果を活用し、地下水の利用と保全の両立を目指します

・ 地下水管理のあり方について検討を進めます。
・ 地下水の実態にあった企業誘致や地域開発等を促進します。
・ 地下水の過剰取水などによる自然環境や生活環境への影響を抑制します。

２



２ 東部地域の調査内容

函南町、伊豆の国市、伊豆市
（※旧土肥町の一部は市条例
指定地域）

その他

沼津市、三島市、長泉町、清水
町

黄瀬川

(自主規制）

小山町、御殿場市、

裾野市

東富士

(自主規制）

富士市、富士宮市、静岡市（旧
蒲原町）

岳南

（県条例）

市町名地域

３

（１）調査地域

下表の９市４町を調査地域としています。



10～16
29～31

③の水収支シミュレーションの結果を踏まえて、地域ごとに水収支と地下水賦存量、
利用可能量を検討する。

④水収支と利用可能量
の検討

17～28再現性を確認した地下水位観測井戸等について、確定したパラメータによる水収
支解析モデルを用いて平成34年までの地下水位予測を行い、表化・グラフ化する。

予測解析

―前年度までの調査による地下水位の平面分布及び時系列変動等を再現できるよ
う、水収支解析モデルにおけるパラメータを確定する。

現況解析

９現況地下水位の解析を行うため、涵養量、揚水量、透水係数等適切なパラメータ
（変数）を組み込んだ水収支解析モデルを作成する。

水収支解析モデル
の作成

―得られたデータをもとに、該当地域の水収支の概要(涵養量、揚水量、地下流動量
等)を地域別に検討する。

水収支の計算

③水収支シミュレーショ
ン

５～８前年度に行った調査に、今後の市町の土地利用・開発計画などを勘案し、平成34
年度までの水需要と土地利用を推定・考察する。

②水需要等の予測

―②の水需要の予測、③の水収支シミュレーションを実施するために不足するデータ
の補完を行う。

①前年度までの調査の
データ補完

掲載ページ内容概要項 目

（２）調査内容（手順）

４

＜平成25年度＞

＜平成26年度＞

①既存資料の収集・整理(地形・地質、水文、土地利用等) ②水理地質構造検討、地下水系の区分

③一斉測水調査の実施(井戸約200箇所) ④地下水面図の作成

⑤地下水揚水量の把握(アンケート600事業所) ⑥今後10年間の水需要と土地利用の推定



３ 地下水需要量の将来予測

５

（１）予測方法

原単位法を基本としています。原単位法とは、フレーム（水利用のある対象を表す単位）と原単位（対象単位

あたりの地下水利用量）に分けて対象をとらえ、その積によって地下水需要量を推計する方法です。

表 3-1 用途別のフレームと原単位

〃※同上その他

〃※同上建物用

地下水揚水量集計結果※設定せず、揚水量集計結果に基づくトレンド予測とする養魚用

経済センサスなど製造品出荷額当たりの井戸水用水量
（工業地区別・産業中分類別）

製造品出荷額等
（市町別）

工業用

農林業センサスなど耕地面積当たりの地下水利用量（地目別）耕地面積（市町別）農業用

各市町人口統計資料など一人当たりの地下水揚水量（市町別）人口（市町別）生活用

用いる資料原単位フレームに用いる単位用途区分

フレーム
水需要に関係があると考えら
れる人口や面積、製造品出
荷額等を選択。

原単位
人口1人あたりや単位面積あたり、製
造品出荷額等1億円あたりなど、単位
あたり地下水揚水量を定めた係数。

フレーム 原単位
求めたい総量

（ここでは地下水
需要量）

※ これらについて地下水を利用する用途ごとに整理して、東部地域全体の地下水需要を算定する



＜主な推計方法＞

①製造業

計画事業面積×対象業種の事業所

面積当りの井戸水用水量

②物流業（１７．６㎥/日/ha)

現物流事業事例の地下水需要

650㎥/日/事業所面積３６．９ha

③商観光業

観光入込客数×日帰り観光客の１日

当り使用水量（定住人口の使用水量

の１５％）

６

（２）新規開発計画等の需要量

内陸フロンティアを拓く取組み等により、今後、新たに発生する地下水需要量を推計しました。
その結果、東部地域６市２町の２０の事業計画のうち、地下水利用が予想される１７事業の需要
量は１日当り６１，９８７㎥となりました。



７

（３）予測結果

２０２２年（平成34年）までの予測では、地下水需要量が減少する結果となりました。

＜地下水需要の現況と予測（用途別、年推移）＞
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８

市町別に見ると、御殿場市・裾野市・三島市・小山町では、６ページの新規需要の上乗せにより、
地下水需要が増加に転じる結果となりました。

＜地下水需要の現況と予測（市町別、比較）＞
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４ 水収支解析モデルの作成

水収支解析モデルの基本設計

○基本条件

解析コード：MODFLOW(USGS(アメリカ地質調査所)開発)
対象市町：３ページの調査地域の市町（ただし、沼津市西浦・戸田地区、旧中伊豆町・天城

湯ヶ島町・土肥町(現伊豆市)を除く)
解析格子：２５０ｍメッシュ

時間刻み：月単位

○計算期間：検証：H15からH24、予測：H25～H34
○地形地質：地表標高、水理地質、水理定数

○気象条件：降水量、蒸発散量

○土地利用：国土数値情報 土地利用メッシュ

○涵養量：検証計算：タンクモデルによる推計

予測条件：将来シナリオに基づく予測涵養量

○水利用：検証計算：揚水量実績データ

予測計算：将来シナリオに基づく予測揚水量

９

※本調査における『水収支解析モデル』とは
地下水が賦存し流動する地下地質空間を四角柱あるいは三角柱の格子で区分し、個々の格子における地下水流動を表す

微分方程式を、差分法や有限要素法を適用して計算機ですばやく解ける行列方程式に表し、これを数値解法を用いて計算さ
せることで、各格子の地下水位（水頭）や格子に出入りする地下水の流入出量を算出するもので、地下水位の実測値や水収
支を適切に再現するように構築したもの

後述する利用可能量の検討や予測解析に活用するため、水収支解析モデルを作成しています。



５ 利用可能量の検討

○検討要件

湧水量要件 ：地下水位と湧水量の観測値を用い、湧水箇所の湧水量を減少させない地下水位を設定

地盤沈下要件：地下水位と地盤変動量の観測値を用い、地盤沈下を発生させない地下水位を設定

塩水化要件 ：地下水位と塩水化観測井の観測値を用い、塩分濃度の基準値(200mg/L)以下となる地下

水位を設定

※3要件の設定が困難な場合は、「安全揚水量」の算出手法を参考に利用可能量を算定する。

安全揚水量＝地下水流動量Ｑ×0.7

☆本調査における地下水流動量Ｑ＝（モデルにおける検討範囲の地下水流入量と地下水流出量の平均）
＝（地下水流入量＋地下水流出量）÷２

☆一般的な地下水流動量Q＝L×W×k×I （Q：地下水流動量、L：帯水層の厚さ、W:帯水層の幅、k：透

水係数、i：動水勾配）

１０

本調査おける『利用可能量』とは、「賦存量(地中に蓄えられている地下水量)のうち地下水障害を発生・拡大させるこ

となく利用できる地下水量」をいいます。

本調査の大きな目的の１つが、この地下水の利用可能量を地下水系ごとに算定することであり、利用可能量

は今後の地下水管理のあり方検討等の指標として活用されます。

（１）利用可能量の検討・算定方法

地下水障害（湧水量減少、地盤沈下、塩水化）の拡大防止や解消のために必要な地下水位を定め、その
水位を下回ることなく取水できる地下水の量(揚水量)を利用可能量としました。



＜利用可能量の検討手順＞

・地下水系を考慮した検討範囲（19区域）の設定 ⇒12ページ

・検討要件（湧水量、地盤変動量、塩分濃度）の選定

観測資料に基づく地下水の

基準水位の設定 ⇒13ページ

モデル感度解析による地下水位と揚水

量の関係式の作成 ⇒14ページ(図①)

基準水位検討に適した観測井戸の選定

検討範囲毎の利用可能量の算定

⇒14ページ(図②)

検討範囲間の相互関係を考慮した

利用可能量の算定 ⇒14ページ(図③)

１１



静岡市清水区（適正化⑩）
富士川・芝川右岸
③

19

富士市（適正化⑨・旧富士川町）・静岡市
清水区（適正化⑨）

富士川・芝川右岸
②

18

富士宮市（適正化⑦）・旧芝川町）
富士川・芝川右岸
①

17

富士宮市（旧芝川町）・富士市（旧富士川
町）

富士西麓⑦16

富士市（適正化⑨）・静岡市清水区（適正
化⑨）

富士西麓⑥15

富士宮市（適正化⑧）富士西麓⑤14
富士宮市（適正化⑦）富士西麓④13

富士市（適正化⑤ほか）・富士宮市（適正
化⑤）

富士西麓③12

富士宮市（規制③・④）富士西麓②11
富士市（規制②・③）富士西麓①10
富士市（規制①・②・③・適正化⑤）愛鷹山③９

沼津市（区分ア・イ）愛鷹山②８

裾野市・長泉町愛鷹山①７

函南町・伊豆の国市・伊豆市箱根西麓ほか③６

裾野市・三島市箱根西麓ほか②５

御殿場市・小山町箱根西麓ほか①４

沼津市（区分ア）・三島市・清水町・長泉
町

富士東麓③３

御殿場市・小山町富士東麓②２

御殿場市・裾野市富士東麓①１

市町・条例等区分地下水系検討範囲

１2

＜検討範囲の設定＞

5つの地下水系区分（富士東麓・富士西麓・愛鷹山・箱根西麓ほか・富士川・芝川右岸の5つ）を基本とし、
さらに地形・地下水流動方向や、市町境界や条例等の地域区分を考慮して細分し、下表のとおり19の検
討範囲を設定しました。

凡例

行政界および条例等指定地域に基づく分割線

地下水系区分に基づく分割線

検討範囲分割線

検討範囲番号1



y = 506.05x ‐64893
R² = 0.2598
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地下水位(石脇水源)

139.76m

湧水量(御宿)

5836m3/日

＜地下水の基準水位の設定＞

ここでは、例示として検討範囲７の地域の基準水位の設定について示します。
この地域では「湧水量」を検討要件とし、地下水位は「石脇水源」、湧水量は「御宿」を基準地点（井戸）として選定

しました。この２つの地点の過去の観測値から地下水位と湧水量の相関関係を求め、「御宿」の平均湧水量に対応
する「石脇水源」の地下水位を基準水位としました。

１3

0.2600.510－64892.9506.054

決定係数相関係数切片傾き

5,836139.76

（㎥／日）（標高ｍ）基準値

御宿石脇水源基準地点

湧水量地下水位基準項目

平均湧水量を減少させない地下水位基準設定

湧水量要件検討要件

愛鷹山①地下水系

裾野市・長泉町市町

検討範囲 ７ 富士川・黄瀬川



揚水量

１) 揚水量を段階的に変化させた

計算結果（感度解析結果）から

得た地下水位揚水量
現状の±0%

+5%

-5%

+10%

２)揚水量と地下水位

の関係式を得る

地
下

水
位

利用可能量(1次)

基準地
下水位

利用可能量

2)関係式を平行移動

＜地下水位と揚水量の関係式の作成と利用可能量の算定＞

解析モデルを活用して地下水揚水量を段階的に増減させた解析を行い、このときの地下水位の計算値から、地
下水揚水量と地下水位の関係式を観測井毎に求めます（図①）。この関係式に基準地下水位を与えることで、基

準水位を満たす地下水揚水量（＝利用可能量 ※1次）を算定します（図②）。

１４

図①

図②

図③

次に、再度解析モデルを活用して
各地域毎に利用可能量(1次)を揚水し
たとして解析を行い、その結果、算定
された地下水位が基準地下水位より
低下したときは、関係式を平行移動
して補正し、利用可能量としました
（図③）。

基準地
下水位 1)水位低下

3)利用可能
量を補正



１５

（2）利用可能量の算定結果

検討範囲ごとの利用可能量は下表のとおりです。現状（平成24年）の揚水量との比較で見ると、４つの

地域で現状揚水量が利用可能量を
上回る結果となりました。

凡例

検討範囲分割線

検討範囲番号

利用可能量と現状の揚水量との差による

検討範囲の塗り分け
- +

1

10.1924,2302,63626,866静岡市清水区（適正化地域⑩
）

富士川・
芝川右岸③

19

52.7742,02781242,839富士市（適正化地域⑨・旧富
士川町）・静岡市清水区（適正
化地域⑨）

富士川・
芝川右岸②

18

3.0812,2365,88418,120富士宮市（適正化地域⑦・旧
芝川町）

富士川・
芝川右岸①

17

5.3226,3226,09832,420富士宮市（旧芝川町）・
富士市（旧富士川町）

富士西麓⑦16

1.041,43140,42841,860富士市（適正化地域⑨）・静岡
市清水区（適正化地域⑨）

富士西麓⑥15

22.7418,60285619,458富士宮市（適正化地域⑧）富士西麓⑤14

3.9322,8807,81730,697富士宮市（適正化地域⑦）富士西麓④13

4.4675,34521,80597,150富士市（適正化地域⑤ほか）・
富士宮市（適正化地域⑥）

富士西麓③12

0.89-28,281265,503237,222富士宮市（規制地域③・④）富士西麓②11

0.85-63,865420,108356,243富士市（規制地域②・③）富士西麓①10

0.99-90195,56594,664富士市（規制地域①・②・③・
適正化地域⑤）

愛鷹山③9

1.043,61680,66384,279沼津市（区分ア・イ）愛鷹山②8

1.7711,68615,22926,915裾野市・長泉町愛鷹山①7

1.173,55621,11824,674函南町・伊豆の国市・伊豆市箱根西麓ほか③6

1.564,1907,45311,644裾野市・三島市箱根西麓ほか②5

2.416,8334,85511,688御殿場市・小山町箱根西麓ほか①4

0.92-15,579201,580186,000沼津市（区分ア）・三島市・
清水町・長泉町

富士東麓③3

2.2062,85052,519115,369御殿場市・小山町富士東麓②2

2.41153,523109,094262,618御殿場市・裾野市富士東麓①1

(-)(m3/日)(m3/日)(m3/日)

現状
との比

現状
との差

現状の
揚水量

利用可
能量(補
正後)

市町・条例等区分地下水系

検
討
範
囲



６ 予測解析

水質汚濁法による井戸水使用量
水道法による計画給水量のうち井戸分

伊豆の国市、伊豆市、函南町、及び
1,2,3の地域で各届出に該当しない
揚水設備

4

黄瀬川地域地下水利用対策協議会に届出された量沼津市、三島市、清水町、長泉町3

行政指導による届出量裾野市、御殿場市、小山町2

県条例、市条例の届出量富士市、富士宮市、静岡市旧蒲原町1

届出揚水量等市町村

１６

地下水位の変化について、水収支解析モデルを用いて、10年間（平成25年～平成34年）の予測解析

を行いました。これは、各地域における、降水量、土地利用、地下水の揚水量を順次変化させたケー

スを想定し、10年後の地下水位の変動状況を予測解析するものです。

（１）予測条件
予測解析に用いる条件は次の３条件です。

○降水量
平均的降水量：過去10年間において平均的降水量であった平成24年の降水量2,438mm
少ない降水量：過去10年間においてもっとも少なかった平成17年の降水量1,652mm

○土地利用
現状維持：平成24年
将来予測：平成34年

○地下水の揚水量
実績揚水量：平成24年の揚水量
届出揚水量：平成24年の届出揚水量等(下表による)
将来揚水量：開発需要を含んだ将来需要予測(平成25年～34年)に基づいた揚水量
そ の 他：地域で要望や想定されるケースを基に、特定地域の揚水量を変化させる。



工業用水への転換効果を確認す
るケース

規制地域②③工業用水給水区域で
実績採取量のうち工業用水契約水
量の未利用分を削減

岳南

御殿場市・裾野市の富士東麓（黄
瀬川水系）で利用可能量を採取

東富士/黄瀬川

11

※町丁目で概ね次の範囲：北山、山
宮、外神、外神東町、宮原、万野原
新田、三園平、中原町、舞々木町、
ひばりが丘、富士見ケ丘、東阿幸地

規制地域④北部※で適正化地域⑥
の利用可能量／実績採取量の比と
同等比で採取

岳南

裾野市・長泉町の愛鷹山で利用可
能量を採取

東富士/黄瀬川

10

適正化地域⑤で利用可能量を採取岳南

御殿場市・小山町の富士東麓（鮎
沢川水系）で利用可能量を採取

東富士/黄瀬川
9

規制地域②③で実績採取量×1.5
を採取

岳南

三島市の箱根西麓で利用可能量を
採取

東富士/黄瀬川

現状維持平均的

8

特定地域の揚水量
変化による影響を
確認するケース
モデル東半（東富
士/黄瀬川）と西
半（岳南）で異な
る条件設定を行う

過去採取量現状維持平均的7
過去の地下水採取
量再現するケース

水需要予測結果将来予測6

届出量等5

ケース1～3と降水量のみを異に
するケース、降水量は最小の年
間降水量（H17）

実績採取量
現状維持

少ない

4

水需要予測結果将来予測3

届出量等2

基本ケース実績採取量
現状維持

平均的

1基本となる比較検
討を行うケース

備考揚水量土地利用
降水量
(涵養量)

ケース
番号

ケース設定
の考え方

１７

（２）ケース設定

本調査では、下表の１１のケースを設定しています。ケース番号１を基本ケースとし、ケース番号２から１１ま
での条件の変化による基本ケースからの地下水位の変化を予測しています。

ケース番号２から１１までの結果（10年後の地下水位の変化）を１９ページから２８ページに示します。



○予測結果（届出量を揚水した場合）

・既設の揚水設備が多く集中する地域で、地下水位

が５ｍ以上低下した。

・特に、潤井川河口から富士川河口周辺にかけた

富士市沿岸部と富士宮市中心市街地（規制地域

②・③・④））で水位低下が大きい。

・昭和５０年代に塩水化が問題となり、既設揚水設

備の規制を検討した状況に近くなる。

課題：適正な届出量の整理

・現在利用していない届出量分についても揚水する

と、異常な水位低下や塩水化が拡大する恐れがあ

り、届出量の削減が求められる。

実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

届出揚水量現状維持平均的ケース２

揚水量土地利用降水量検討ケース

ケース２ 届出量上限まで揚水した場合

１８

（３）予測解析の結果



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

将来需要予測将来予測平均的ケース３

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（将来需要予測量を揚水した場合）

・観測井水位や水位差の分布からは、大きな差は

生じていない。

・新規の地下水開発を見込んで上でも、全体として

地下水需要は現状あるいは微減と見込んでいるこ

とによる。

・富士宮市の中心市街地周辺（規制地域④）では、

将来の揚水量の減少が予測されていることから、地

下水位の回復が見込まれる。

課題等：適正な届出量の整理、新規開発の際の再

検討

・新規開発にあたっては、各水系の利用可能量に

配慮するとともに、適正な届出量の整理が求められ

る。

ケース３ 将来需要予測量を揚水した場合

１９



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

実績揚水量現状維持少ないケース４

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（渇水（少ない降水量）が１０年間続

いた場合）

・渇水により涵養量が減少した場合の地下水環

境への影響を予測した。

・東部地域全体で地下水位が低下した。

・特に、高標高地ほど水位の低下量が大きく、

水位差等値線の形状も地形に沿ったものとなっ

た。

・涵養域にあたる山地・丘陵地等の高標高地で

涵養量の減少の影響がより明確に表れており、

地下水の下流域である湧出域・流出域となる低

地などでは、相対的に影響が小さいためと考え

られる。

ケース４ 少ない降水量が続いた場合

２０



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

届出揚水量現状維持少ないケース５

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（降水量が少なく、届出量を揚水した場

合）

・東部地域の全体で地下水位が低下し、水位差等

値線の形状は、ケース２とケース４の特徴を合わせ

た形となった。

・高標高地ほど水位の低下量が大きく、さらに既設

の揚水設備が多く集中する地域である、潤井川河

口から富士川河口周辺にかけた富士市沿岸部と富

士宮市中心市街地（規制地域②・③・④））で水位低

下量が大きい。

・揚水量が大きい地域では、渇水等により涵養量が

減少した場合には、地下水環境への影響が大きくな

る。

ケース５ 降水量少なく届出量上限まで揚水した場合

２１

凡例

解析範囲

地下水位差等値線 （計算値）

地下水位差(m)    （計算値）

地下水位差が生じた範囲（計算値）

-5
- +

図 4-25(4) 計算地下水位差分布図（予測解析、ケース1との比較、ケース5）

※富士山頂付近および山梨県域等は図に表現していない



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

将来需要量将来予測少ないケース６

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（降水量少なく、将来需要量を揚水し

た場合）

・東部地域のほぼ全体で地下水位が低下した。

・水位差等値線の計上は、ケース３とケース４の

特徴を合わせた形となった。

・高標高地ほど低下量が大きく、将来の揚水量

の減少が予測されている富士宮市の中心市街

地周辺のみ、涵養量が減少した場合でも、水位

が高くなる結果となった。但しケース３と比較して

小さい。

ケース６ 降水量少なく将来需要量まで揚水した場合

２２



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

過去最大量現状維持平均的ケース７

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（過去最大量を揚水した場合）

・東富士・黄瀬川・岳南・富士川右岸地域のいずれの

地域においても大きく水位が低くなった。

・過去の最大の水位低下の状況が見て取れる。

・これまでの各協議会の取り組みや努力により、徐々

に揚水量が削減され、地下水位の上昇に寄与してき

たことが伺える。

ケース７ 過去最大量で揚水した場合

43 2.369 102 昭和55年自主規制開始時富士川右岸
（適正化地域）

812 2.884 2,341 昭和46年条例施行時岳南（全体）

23 1.000 23 資料なし、現況と同じ田方

293 1.814 531 昭和49年自主規制開始時黄瀬川

179 2.127 380 昭和54・55年実態調査時東富士

現況
ケース1

現況と
の比

設定値
(千m3/日)

揚水量設定内容

参考最大揚水量

地域

２３



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

・三島市箱根西麓で利用
可能量を採取

・岳南規制地域②、③で実
績の1.5を採取

現状維持平均的ケース８

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（特定地域の揚水量を変化させるケース）

東側

・三島市の箱根西麓において、利用可能量を揚水し

た場合、地下水位が大きく変化することはなかった。

・また、下流側の三島市の低地部においても地下水

位の低下は見られない。

西側

・岳南地域の規制地域②、③において、現状揚水量

の1.5倍の量を揚水した場合、地下水位が最大で5m
程度低下する地域が生じた。

・すでに、本地域の実績揚水量は利用可能量を上

回っており、更なる揚水量の増加は地下水障害を誘

引する恐れがある。

ケース８ 特定地域で揚水量を設定

２４



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

富士東麓２（御殿場市・小
山町 鮎沢水系）で利用可
能量を採取

岳南適正化地域⑤で利用
可能量を採取

現状維持平均的ケース９

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（特定地域の揚水量を変化させるケース）

東側：御殿場市・小山町の富士東麓（鮎沢川水系）において、

地下水揚水量に利用可能量を与えたケース。

・地下水位が5m以上低下する地域が生じた。

・これは、揚水量の分布比率を同じとし、現状の井戸におい

て多くの揚水を行ったことに相当し、利用可能量の範囲内に

あっても、揚水設備の配置について配慮が必要であることを

示している。

西側：岳南地域の適正化地域⑤において、地下水揚水量に

利用可能量を与えたケース

・地下水位が最大で４m程度低下する地域が生じた。

・下流側にあたる富士市の低地部においては、水位低下は

みられない。

・東側での状況と同様に、揚水施設の配置について配慮が

必要である。

ケース９ 特定地域で揚水量を設定

２５



実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

裾野市・長泉町の愛鷹
山で利用可能量を採取

・岳南規制地域④北部
で適正化地域⑥の利用
可能量/実績揚水量の比

と同等比で採取

現状維持平均的ケース10

揚水量土地利用降水量検討ケース

○予測結果（特定地域の揚水量を変化させるケース）

東側：裾野市・長泉町の愛鷹山において、地下水揚

水量に利用可能量を与えたケース。

・地下水位が大きく低下することはなかった。

・また、下流側の三島市、清水町等においても地下水位

の低下はみられない。

・利用可能量の範囲内においては、地下水利用が可能。

西側：岳南地域の規制地域④北部一部地域(左図）

において、適正化地域⑥の利用可能量/実績

揚水量の比と同等比で採取したケース

・地下水位が１m程度低下する一部地域が生じた。

・ただし、規制地域④の低地部には、水位低下はみられ

ない。

・本地域においては、適正化地域⑥と同程度に扱うことが

できる可能性を示す。

ケース10 特定地域で揚水量を設定

２６



○予測結果（特定地域の揚水量を変化させるケース）

東側

・御殿場市・裾野市において地下水位が5m以上低下する地

域が生じた。

・下流側の長泉町・清水町の地域では、地下水低下は見られ

ない。

・利用可能量の範囲内であっても、揚水施設の配置

については配慮が必要。

西側

富士川工業用水 未使用水量 51,230㎥/日
東駿河湾工業用水 未使用水量 80,265㎥/日
・規制地域②③内に地下水位２ｍ程度上昇する地域が生じ

た。

・工業用水の積極的利用により、地下水障害の抑制に寄与

できる。

ケース１１ 特定地域で揚水量を設定

実績揚水量現状維持平均的ケース１(基本）

御殿場市・裾野市の富士
東麓（黄瀬川水系）で利用
可能量を採取

・岳南規制地域②③のう
ち、工業用水給水区域に
おいて、工業用水契約水
量未使用分を地下水から
転換した場合（転換効果）

現状維持平均的ケース11

揚水量土地利用降水量検討ケース

２７



平成24年次の推計

648億m3

地下水賦存量

6.3億m3

地下水の利用

可能量

1.2億m3

海底湧出量

5.0億m3

地下水

揚水量

23.2億m3

湧水･河川等

の流出量

4.0億m3

地域外から

の流入量

25.5億m3

1.6億m3

23.9億m3

前年降水による涵養

当年降水による涵養

地下水涵養量

5.6億m3

蒸発散量

5.0億m3

直接

流出量

34.5億m3

降水量

７ 総合水収支

２８

本調査結果に基づく、東部地域の水収支は下図のとおりです。

※地下水賦存量（ふぞんりょう）とは、
地中に蓄えられている地下水量のこ
とで、地下水面から水を通しにくい地
層までの体積（水量）を推計

★当年降水による涵養（23.9）＝降水量（34.5）－直接流出量（5.0）－蒸発散量（5.6）

★地下水流入量〔地下水涵養量<前年＋当年降水による涵養>（25.5）＋地域外からの流入量（4.0）〕＝
地下水流出量〔地下水揚水量（5.0）＋湧水・河川等の流出量（23.2）＋海底湧出量（1.2）〕

※本図における流入量(29.5億㎥)と流出量(29.4億㎥)の数値の不一致は四捨五入によるためです。



＜総合水収支表（検討範囲別、地下水系等）（年間）＞

２９



＜総合水収支表（検討範囲別、地下水系等）（日あたり）＞
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【参考】静岡県地下水の
採取に関する条例

静岡県では、「静岡県地下水の採取に関する条例」に基づ
き、地下水の適正利用を図っています。

本条例は、静岡県のホームページから次の手順で御覧いた
だけます。

県政情報「条例・規則・広報」⇒「静岡県例規集」（外部サイトへ
リンク）⇒「第１編・第６章・資源」

１ 静岡県地下水の採取に関する条例の施行
地下水採取事業者等による自主規制を法的に支

援するため、昭和46年３月に「地下水の採取の適正
化に関する条例」（旧条例）を制定し、６月に施行しま
した。

しかし、地下水障害の改善、防止に十分な効果が
得られなかったため、52年８月に旧条例を全面改定
し、揚水規制を強めた「静岡県地下水の採取に関す
る条例」を53年１月に施行しました。

２ 地域の指定（５地域）
昭和46年度指定（岳南、大井川、西遠）、昭和49年

度指定（中遠）、昭和54年度指定（静清）
※富士川右岸地域は平成21年度に岳南地域に編入

３ 規制内容等
(1)対象 揚水設備(動力を用いて地下水を採取するた

めの設備)の吐出口の断面積が14cm２ (直径
42mm) を超えるもの

(2) 規制内容（取水基準の遵守を義務付けた届出制）

360㎥／日西 遠

216～1,088㎥／日中 遠

1,008㎥／日大井川

216～1,008㎥／日静 清
揚水設備吐出口断面積（15～52c㎡）
毎分最大採取量（0.15～0.7㎥／分）
ストレーナーの位置（一部地域25～150m
以深）
揚水設備間の距離（指導）

216～1,008㎥／日岳 南

規制内容日最大採取可能量（新設）指定地域 (3) 採取者の責務
ア 揚水設備設置の届出
イ 取水基準の遵守
ウ 水利用の合理化の推進
エ 地下水以外の水源への転換の推進
オ 水量測定器の設置及び採取量の報告
カ 地下水利用対策協議会の設置

県条例指定地域

西遠 中遠

大井川

静清

岳南
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